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深刻な社会構造を露呈

コロナ禍が女性に与える影響の深刻さが各所で
告発されている。コロナ禍での労働相談に応じて
いる首都圏青年ユニオンに寄せられる相談は激増
し、なかでも女性からの相談が半数以上、そのほ
とんどが非正規労働者であると報告されている。
ＮＨＫでも「コロナ危機　女性にいま何が」（Ｎ
ＨＫスペシャル／２０２０年１２月 ５ 日）が放送され、Ｎ
ＨＫとＪＩＬＰＴとの共同調査は、コロナ禍の社
会的影響は非正規女性へのそれがとくに大きいこ
とを明らかにした。政府も２０２０年 ９ 月に「コロナ
下の女性への影響と課題に関する研究会」を立ち
上げ、緊急提言を行い、社会運動サイドでは、シ
ングルマザーの支援、虐待や性暴力を受けた１０代
女性の支援、諸団体の女性活動家による「女性に
よる女性のための相談会」（２０２１年 ３ 月１５日、１６日、
東京・新宿／大久保公園）など、女性のサポート活
動が活発化している。

過去をふりかえってみると、日本は２０００年代に
入ってから、リーマン・ショック、東日本大震災、
コロナ・ショックと、 ３ 度の〈ショック〉を体験
してきたが、過去 ２ 度に比べて、ショックの社会
的影響が女性への影響、とくに女性労働者
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への影
響としてあらわれている点が、今回の大きな特徴
である。こうした特徴が掘り起こされ共有される
に至るには、問題提起を精力的に行った社会運動
や知識人の層としての活躍があるが、同時に社会
構造という点で見れば、２０００年代に労働市場が女
性差別を深化させる形で広がっていたことが見逃
せない。その構造の脆弱性が今回のショックで一
挙に露呈したのである。

日本型雇用の崩壊

２０００年代の２０年で形成された新しい女性差別的

労働市場の構造を見ておこう。２０００年代に入って、
女性の就業は劇的にすすみ、２０００年には雇用者中、
女性が４０％だったのが、２０１９年には４５．３％を占め
るようになった。少子高齢化のなかでも雇用者数
は増えているのだが、雇用者増のうち女性がおよ
そ ９ 割を占めている（「労働力調査」）。女性の雇用
労働者化は、女性の働き方に大きな変化をもたら
し、低年齢児童を持つ母親や６５歳以上の高齢者女
性の就労化を促進し、現在では生活背景や年齢を
問わず、女性が働くようになっている。

こうした女性就労化の背景の １ つとなっている
のが、日本型雇用の崩壊である。戦後日本は、男
性稼ぎ手に対する日本型雇用（長時間労働と引き換
えに「保障」された年功賃金・終身雇用）を前提に、
妻子が男性に扶養される生活モデルが標準とされ
てきた（この時代でも、性差別賃金を強いられた女性
正規労働者や非正規／中小企業男性労働者などは日本
型雇用から外れていたが、それら労働者の生活困窮は
隠蔽され続けた）。しかし、９０年代後半以降のグロ
ーバル化と新自由主義改革のなかで、日本型雇用
は解体し、男性片働きを支柱とする生計構造から
転換し、妻や子どもらも含め、家族総出で働いて
生計をなんとか成り立たせる多就業家族が標準化
したのである。

劣悪化した労働市場

例えば、夫婦・子からなる世帯の父親所得の変
化（１９９７年→２０１７年）を見ると、８００万以上の世帯
割合が、末子１１歳未満の世帯で１７．８％から１４．２％、
末子１２〜１７歳未満の世帯で３３．７％から２５．８％へ、
末子１８歳以上（在学）の世帯で４３．９％から３４．２％
へと減少する一方、４００万未満の世帯割合は、そ
れぞれ２７．６％から２８．３％、１８．１％から２２．６％、
１５．５％から２０．９％へと増加した。中下層の世帯は
量的にも多いため、女性の労働力化は主として中
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軸に妻子の就労としてすすんできたと言ってよい
（就業構造基本調査）。家族の多就業による生活維
持が標準化されるなかで、それが不可能な単親世
帯や専業主婦世帯がより貧困に陥りやすくなって
いることは言うまでもなく専業主婦世帯は生活の
ゆとりの象徴から貧困の象徴へとその意味合いを
変化させている。

しかも、妻子が働き始めた先は、劣悪化した労
働市場であった。この時期の女性の労働力化は非
正規労働者化と公共サービス労働者化という ２ つ
の特徴を持つが（これらの全体像は拙稿「ジェンダ
ー平等戦略を改めて考える」『経済』２０２１年 ３ 月号）、
本稿では紙幅の関係で、女性の非正規労働者化に
焦点をあてて見ていこう。２００２年から２０１９年まで
の間、非正規雇用は１４５２万人から２３０８万人に増え、
非正規雇用比率を２９．４％から４０．８％までに増やし
ているが、２０１９年非正規雇用の ７ 割は女性であり、
女性雇用者中の正規雇用の比率は５０．７％から４４％
まで低下している（「労働力調査」）。非正規雇用の
およそ半数は有期雇用契約であり（「就業構造基本
調査」２０１７年）、女性・短時間労働者の時給はすべ
ての年齢階層で１０００〜１１００円、正規以外の女性・
一般労働者（短時間労働者を除く労働者）でも１２００
円台〜１４００円台で、非正規女性は生涯にわたって
低賃金に据え置かれている（「賃金構造基本調査」
２０１９年）。

事実上の失業・半失業状態

しかも、飲食などのサービス業を中心に、非正
規女性労働者はシフト制労働者が多く、月の労働
時間はシフトによると定められた一方的な契約を
締結させられ、雇用主が営業状態によって労働時
間を融通無
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に変えられるようになっている。コ
ロナ禍では、こうした非正規女性たちがシフトを
減らされ、形の上では休業でも解雇でもなく、事
実上の失業・半失業状態におかれたのである（栗
原耕平「新型コロナ禍における飲食店非正規労働者の
労働運動の展開とその基礎」『女性労働問題研究』６５号、
２０２１年 ３ 月掲載予定。欧米ではこうした契約を Zero 

Hour Contract といい、社会問題化されている）。リー
マン・ショックの「派遣切り」では、男性を中心
とする製造業派遣労働者たちが、派遣契約期間の
終了を待たず、契約を一方的に打ち切られるケー
スが続発したが（戸室健作『ドキュメント請負労働
１８０日』岩波書店）、今回のコロナ・ショックでは
シフトに入れなくなるという形で、女性たちの〈解
雇〉が静かにすすんできたのである。

その収入が家計にとって不可欠であるのに、も
ともと低賃金でかつ休業保障がないまま、失業状
態におかれたのであるから、共働き、単親、単身
を問わず、生活困窮が急速に広がったのは言うま
でもない。現在、各地の大学では、フードバンク
が開催され、食料を求めて列をなす学生の姿が報
道されている。筆者が勤務する大学でも有志で学
内フードバンクを開催したが、春休みの最中にか
かわらず、４００人もの学生が列をなした。アンケ
ートによれば、父親の残業減、母親や自分のパー
ト・アルバイト減で、仕事さえ入れればなんとか
なるが、どうにもならない状況に陥ったといった
ケースが続発している。高学費や奨学金の不十分
さとともに、学生当人も母親もまた非正規労働者
として不安定な雇用にあることが、フードバンク
の列を生み出しているのである。シングルマザー
世帯や単身女性の貧困もまた同様の背景を持って
いる。

コロナ禍は本質を暴いた

こうした現象を見る際、注意が必要なのは、新
型コロナウイルス感染症対策が、これらの困難を
生み出している本質的な原因ではないという点で
ある。雇用契約すら確実でないほどの非正規労働
者の不安定さ、低賃金を生み出す社会構造、公的
な所得保障・無償の社会サービスの不足こそが、
問題の本質であり、コロナ禍はそれを暴いたにす
ぎない。

賃金と社会保障で安定した生活ができる最低限
の制度整備こそ、ショックによる女性たちの悲劇
を最低限、回避する方策ではないだろうか。


